


入力数 200 字
Ⅳ.実行団体の募集

２ 子育て家庭と地域、保育園などこどもの施設と地域とのつながりをつくり、新型コロナウィルス感染拡大防止をしながら備えをする活動。 2022年2月

３ 新型コロナウィルスの影響も含み、災害発災後、こどもの心のケアをするための活動。 2022年2月

４ 子育て家庭が地域の自主防災組織などに、新型コロナウィルスの感染拡大をしながらも参画する活動。 2022年2月

５ 都道府県内のネットワークをつくり、その都道府外のネットワークと、互いに情報交換し、いざという時に助け合うことができる活動 2022年2月

４ 新型コロナウィルスの感染対策情報を専門家より提供する。 2021年4月～2022年2月

５ 都道府県単位で活動しているネットワークとネットワークをつなぐ活動をする。 2021年4月～2022年2月

６ 企業の社会貢献室などへの提案をサポートする。 2021年4月～2022年2月

(3)活動（資金分配団体による伴走支援） 時期
１ 子育て家庭に対する啓発のための情報等を提供する。（災害絵本等のノウハウ提供、防災チャンネル提供） 2021年4月～2022年2月

２ 子育て家庭や保育園などが地域とつながる支援をする。 2021年4月～2022年2月

３ 東日本大震災や熊本地震、佐賀集中豪雨など被災地支援において調査した情報、ノウハウ、さらに今回現状も調査し提供する。（セミナー、勉強会 2021年4月～2022年2月

(4)今回の事業実行を通じた目標 実施・到達状況の目安とする指標 把握方法 目標値/目標状態 目標達成時期

子育て家庭がコロナ禍における災害への備えをしてい
る。
子育て家庭が地域の防災、減災の活動に参加している。
保育園などが地域と連携し防災訓練等を行っている。
こども女性目線の防災、減災の活動を行うネットワーク
ができている。

参加者の内コロナ禍における災害発生
の備えをした割合
自主防災組織の事業に参加している子
育て家庭の割合
保育園などが地域と連携し防災訓練な
どをおこなった数
こども女性目線のネットワーク組織数

アンケート

当該地域のアンケート

実行団体の事業実施数
ネットワークの関係者数
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(3)申請数確保に向けた
 工夫

過去3年間で２回のシンポジュームを開催している。さらに2021年2月13日の防災・減災に関するシンポジュームを予定しており、それら参加者にメールで案内する。
東海3県のNPOセンターにDMやメールを送る。
東海3県のこども女性分野の活動をしているNPO等に案内をおくる。
全国のNPOセンターのメーリングリストに配信する。
防災・減災の活動をしているNPO等に案内をする。

(5)事業実施後（1年後）以降に目標とする状態
「こども女性ネット東海」は、任意団体の頃から、熊本地震、佐賀集中豪雨などで、被災地で活動するNPO等の支援を行ってきている。現在は、長野県、山口県等からも問い合わせがある。都道府
県単位でネットワークづくりの活動を始め、いざという時に助け合うことができるネットワークができる。東海地域においては、現在のこども女性ネット東海のゆるやかなネットワーク力を活か
し、各地域でこども女性目線の活動が広がっている。

(1)採択予定実行団体数 ６（東海3県内ー３～４、東海3県外ー１～２） (２) １実行団体当たり助成金額 100万～500万



Ⅴ.事業実施体制

Ⅵ.関連する主な実績

②その他、助成金等の分配の実績

①コロナウイルス感染症に係る事業

(4)予定する審査方法
 (審査スケジュール、審査
構成、留意点等）

3月上旬 公募。3月上旬～中旬 説明会、個別相談会開催。3月下旬公募締切。3月下旬～4月上旬 審査期間。4月上旬 採択団体内定
審査会はオンラインにて、プレゼンテーションと質疑応答により実施する。申請多数の場合は1次審査はグループプレゼンテーション。2次審査は個別プレゼンテーショ
ンとする。申請団体に女性の役員や事務局員がいることを条件とする。

(1)メンバー構成と各メンバーの役割 統括責任者1名、プログラムオフィサー2名、会計担当者1名

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等の実績
2020年ひとり親家庭、保育所などへの感染予防のための啓発チラシとマスクの配布と災害対策のための啓発チラシと携帯トイレの配布。
2020年新型コロナウィルス対策のための意見交換会（オンライン会議）全体会５５名、分科会４回（各８名～１４名参加）
2019年佐賀集中豪雨における被災者を支援するNPOへの支援
2019年9月防災・減災活動啓発のための勉強会開催
2019年1月防災・減災活動啓発のためのシンポジューム（63名参加、後援愛知県他9団体、協賛1団体、協力14団体）
2017年12月防災・減災活動啓発のためのシンポジューム（98名参加、後援愛知県他9団体、協力16団体）
2017年熊本地震における被災者を支援するNPOへの支援

本申請事業以外の事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している
(予定も含む）

有 無
有の場合
その詳細

熊本地震発生時、こども女性への支援を行うNPOへの資金提供
佐賀集中豪雨発生時、こども女性への支援を行うNPOへの資金提供
組織としてではないが、代表の山口は にて、可児市助成金の分配の実績がある。

本申請事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含
む）

有 無
有の場合
その詳細

本申請事業について、国又は地方公共団体から補助金又は貸付金（ふるさと納税を財源とする資金提供を含
む）を受けていない。

無 ※有の場合、選定の対象外となります（公募要領：助成方針参照）

(2)他団体との連携体制

(3)想定されるリスクと管理体制
感染対策のマニュアルとチェックシートを作成する。消毒、マスク着用などを徹底し、関係者の健康管理を適切に行う。代表理事3名と事務局員2名が役割分
担をして事業を推進する。

(1)休眠預金以外の助成・補助金活用の有無
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